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（訂正）「中期経営計画（2027 年 3 月期～2029 年 3 月期）の策定に関するお知らせ」の 

一部訂正について 

 

 

2026 年２月 26 日に公表いたしました「中期経営計画（2027 年 3 月期～2029 年 3 月期）

の策定に関するお知らせ」において、記載内容の一部に誤りがありましたので、下記の通り、

お知らせいたします。 

 

 

記 

 

■ 訂正の理由・内容 

2026 年２月 26 日に公表いたしました「中期経営計画（2027 年 3 月期～2029 年 3 月期）の

策定に関するお知らせ」の提出後に、記載内容の一部に誤りがあることが判明したため、訂

正を行うものです。 

つきましては、下記の縦書き資料に続く横書きの 4 ページの表の下部、黒丸で示した箇所に

ついて訂正いたします。 

 

【訂正前】営業利益 

【訂正後】税引前利益 

 

 

以 上 

 

 

  

会 社 名 イーレックス株式会社  

代 表 者 名 代表取締役社長 本名 均 

 （コード番号：9517 東証プライム市場）  

問い合わせ先 常務取締役 田中 稔道 

 （TEL. 03-3243-1167） 



 

 

 

2026 年２月 26 日 

 

各位 

 

会 社 名 イーレックス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 本名 均 

 （コード番号：9517 東証プライム市場）  

問い合わせ先 常務取締役   田中 稔道 

 （TEL. 03-3243-1167） 

 

中期経営計画（2027 年 3 月期～2029 年 3 月期）の策定に関するお知らせ 

 

イーレックス株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：本名 均、以下「当社」）

は、この度 2026 年度からの中期経営計画（2027年 3 月期～2029年 3月期）を策定しました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 中期経営計画（2027 年 3 月期～2029 年 3 月期）策定の背景と骨子 

当社は、2001 年より電力小売事業を開始し、電力トレーディング事業のノウハウを駆使し

ながら、成長基盤を確立してまいりました。また、2013 年には、日本初の PKS（パーム椰子

殻）を燃料とするバイオマス発電所の運転を開始し、燃料調達を自ら行うなど、エネルギー

事業における下流と中流部門への展開を進めてまいりました。 

近年、国内のエネルギー産業を取り巻く環境は、大きな転換点を迎えています。例えば、

AI の本格的な普及に伴い、データセンター等の電力需要が急速に拡大しております。また、

2026 年４月からの GX-ETS（排出量取引制度）の本格稼働や昨年閣議決定された第 7 次エネ

ルギー基本計画にて 2040 年度に再生可能エネルギー比率 40％という高い目標が示されるな

ど脱炭素への構造的な転換が加速しています。 

一方、当社は、経済成長により急拡大する電力需要を見据え、海外、特に東南アジアへの

事業展開を進めることで、国内事業と海外事業を一体で展開する事業モデルを構築してまい

りました。ベトナムでは、当該国での商用バイオマス発電所 1 号案件として 2025 年 4 月に

ハウジャンバイオマス発電所が稼働開始、また、当社初の木質ペレット工場としてトゥエン

クアンペレット工場が 2025 年 3 月に認証材の製造を開始しました。さらに、その知見を活

かし、同じくベトナムでバイオマス発電所 2 基の建設を進め（2027 年度運転開始予定)、既

設石炭火力発電所へのバイオマス燃料混焼試験も２か所で実施しました。カンボジアでは、

水力発電所の建設(2026 年 6 月完工予定)やバイオマス・太陽光発電所の建設(2027 年度運転

開始予定）など、着実に事業を進めています。 



 

 

 

今後は、まず下流部門においては、電力需要増に対し、小売・トレーディング事業のみな

らず、調整力による再エネ導入の促進に向け蓄電池等のアグリゲーション事業を進めてまい

ります。中流部門においては、東南アジアにおけるバイオマス発電事業のさらなる展開やベ

トナムでの既設石炭火力発電所への混焼事業の開始によりカーボンクレジットを創出し、そ

れを国内で販売することで国内の脱炭素にも貢献してまいります。さらに上流部門への展開

として、バイオマス燃料の安定調達に向けた燃料のサプライチェーンの構築や SAF 等への供

給を視野に入れたバイオマス燃料開発にも取り組み、バイオマス発電事業の強化も進めてま

いります。こうして上流から下流まで一貫体制のバリューチェーンを構築し、収益源を多層

化することで、国内外の市場を一体で推進し相互循環型で成長するモデルを実現してまいり

ます。 

 

 このように、中長期成長の柱となる事業の見通しが一段と明確になってきたことから、こ

の度新たに中期経営計画を策定いたしました。 

事業骨子は以下の通りです。 

 

(１) 国内事業 

① 小売事業の継続的成長 

② 蓄電池等のアグリゲーション事業の拡大 

③ AI・データセンター需要増へのバイオマス発電所の活用 

(２) 海外事業 

① ベトナム：バイオマス発電、石炭火力への混焼事業の拡大 

② カンボジア：水力発電、バイオマス・太陽光発電の開発 

③ カーボンクレジットの創出と国内への販売 

④ 安定調達に向けた燃料サプライチェーンの構築、バイオマス燃料開発 

(３) 財務戦略、人財育成 

① 強固なファイナンス体制の構築 

② グローバル人財の育成 

 

なお、中期経営計画の内容につきましては添付資料をご参照ください。 

  












































